
「ムーンショット目標５・産学連携フォーラム」
～目標５（2050年の食と農）における研究開発の社会実装にむけて～
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ムーンショット目標５のめざすもの
2050年までに、未利用の生物機能等のフル活用により、
地球規模でムリ・ムダのない持続的な食料供給産業を創出
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農業・食料関係の
国際連携・事業開発

世界のリーダーと共に
アントレプレナーを養成

スタートアップ起業

基礎研究
（有機化学）

スタンフォード大学発の研究機関
SRI Internationalとの連携による
イノベーション教育

アラブ首⾧国連邦との農業
食料供給事業開発連携

大学発スタートアップ起業・
ペプチド医薬製造を海外展開

「革新的反応」

ムーンショット型研究開発事業
目標5 プログラムディレクター

FAOと包括連携協定締結

自己紹介 東京農工大学 学⾧千葉一裕
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Basic 
Research

Startup 
Foundation

M&A

International Joint 
Business 
Development

Exclusive 
License 
Agreement

To diabetes and obesity drugs 
manufacturing methods

Startup JITSUBO Co., Ltd

BACHEM/Switzerland

Novo Nordisk/Denmark

Aiming to manufacture peptide 
pharmaceuticals

Contract manufacturing 
development
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- CMR*-free process
Synthesis without the use of 
hazardous solvents 

- Cost-effective
- Environmentally 

friendly process

2005～

1994～

2014～

2018～

2023～

GHRELINCONOTOXIN SEMAGLUTIDE

*CMR: carcinogenic, 
mutagenic, or toxic for 
reproductuion

2005年～大学における研究成果を活用し
ペプチド医薬製造技術に関する
スタートアップを起業

自己紹介
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2007年～ イノベーション教育に関する
世界の第一人者たちとの「つながり」

アジアトップレベルのイノベー
ションを推進するCenter for 
Industry Accelerator & Patent 
Strategy, NCTU（国際研修を
本学と合同開催）

SRI Internationalの経営者・
指導者と共に

シュタインバイス研修（本学主催）
2010年～ 毎年30～70名のドイツ
人学生が参加。本学学生、企業職員
と共に事業開発の世界展開を企画

SRI International（シリコンバレー）
における学生・企業合同研修（2007年
より継続実施、本学から300名以上を
派遣）Stephen Ciesinski

元SRI International 
CEO、
Stanford GSB 

Peter Schuup
Managing Director
Steinbeis Univ.

Hank Huang
Director of Center for Industry 
Accelerator & Patent Strategy, 
NCTU Taiwan 

欧米、アジアのトップレベルのイノベーションリーダーに出会
い、イノベーション教育事業連携によって強い信頼関係を構築

自己紹介
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2007年～
シリコンバレー研修を継続的に現地開催（Menlo Park)
全国の博士課程学生の他、教職員、理事・副学⾧等に参加を呼びかけ

イノベーションとは何か?
イノベーションを達成するために最も重要なこととは?

自己紹介
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コーネル大学（USA) アールト大学（フィンランド）

ミラノ大学（イタリア）

SRI International（USA)アンカラ大学（トルコ）

ボン大学（ドイツ）

世界各国での研修、留学、招聘の機会を大幅に増加

チャピンゴ大学（メキシコ）

UAE大学（アラブ首⾧国連邦）
シュタインバイス大学（ドイツ）

自己紹介
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自らの強い意志と洞察力で見出した課題について、
挑戦・実行・完遂できる人

EnablerEnabler

重要事項を選別し、自ら手を上げて挑戦する
これまでとの違いを出したいと考える
部署、組織を越えて仕事を展開する
人を惹きつけチームを作り上げる

展望を持ち、交渉に臨む
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現状

現状の延⾧
現状維持を目指せば下降路線

サブゴール

フォアキャスト

新たな
事業創出

あるべき姿

社会実装に向けた
財務・ELSI戦略

事業価値を拡張する戦略的な
機関連携交渉と事業開発

社会の「負」の要素削減
GHG、食品ロス、災害、疾病、
環境汚染、国際摩擦、社会不安

キャッチアップ
軌道修正

既存概念からの脱却

「あるべき姿」から波及力のある新事業を描き
そこに必須の「革新的科学技術」を尖鋭化する

事業価値の創生と
波及効果検証

革新的研究開発

インパクト投資
（国内で5千億円、世界で100兆円規模）

エネルギー・金融に加え
森林・食料・農業への投資が増加

環境・社会課題 (リスク）に対するインパクト創出と
ファイナンシャルリターン達成を同時に実現
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目標５

課題設定の背景
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世界的に環境破壊と食料争奪戦が加速している

食料供給産業は
温室効果ガス排出・土壌劣化要因の一つ
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人類は100年前、「化石燃料」を使い
「空気→肥料」 技術により 大量の「食料」を入手

https://www.worldatlas.com/articles/what-is-the-haber-bosch-process.html

フル稼働する肥料製造工場

N2 + 3H2 → 2NH3

空気 化石燃料 肥料（→ 食料）

「緑の革命」 に繋がる重要発明の一つ:
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「緑の革命」 は世界人口の急激な増加をもたらす

出展:国連人口基金駐日事務所HPを基に作成

緑の革命
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https://energy-shift.com/news/11c0a513-437b-466a-9ad1-
18157508551e

地球は 既に 「限界」 を超えてしまった

●温室効果ガスの急速な増加
（二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素、）

●食による健康維持の危機

https://www.jiji.com/jc/article?k=2022060100971&g=eco

●過剰な窒素肥料の使用、
不足するリン肥料
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農林水産省「2050年における世界の食料需給見通し」（令和元年９月）より

2050年の食料需要は 2010年の1.7倍（世界）
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（※）輸入している畜産物の生産に必要な牧草・とうもろこし等の量を当該輸入相手国の単収を用いて面積に換算したもの。
大豆油の搾りかすや小麦ふすま等も飼料として活用。

注:１年１作を前提
出典:知ってる?日本の食料事情2022

日本の農産物輸入量を農地面積に換算すると

海外で2.1倍の農地を使っている
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作物生産の 42%は 害虫や病害等で消失

15.6%

13.3%

13.2%
57.9%

Sharma et al. (2017)

害虫
・害獣

病害

雑草

実生産額

100%=世界の可能作物生産額(≒165兆円)
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「食料ロス・食料廃棄」と 「農地での廃棄」を合わせて
年間 約25億トンがムダに捨てられている

出典:FAO 2011 Global Food Losses and Food Waste

● 食料ロス・食料廃棄は、世界全体で人の消費向けに生産
された食料の 約1/3、量にして年間 約13億トン

Rickshaws transporting milk
in Bangladesh

French fries production 
in The Netherlands

Central wholesale market
in Pakistan
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単位:億t-CO2 換算（2007-16年平均）
出典:IPCC 土地関係特別報告書（2019年）

農林業由来の温室効果ガス排出量(CO2換算)

人類の活動に由来するCO2排出量
約520億t-CO2 /年

（2007-16年平均）

農業
(Agriculture)

62億t
(11.9%)

林業とその他
土地利用(FOLU)

58億t
(11.1%)

農業・林業・その他土地利用
(AFOLU)

約120億t-CO2/年
（23%）

日本の総排出量
11億5,000万t-CO2

（2020年度）

日本の農林水産分野の排出量
5,084万t-CO2（4.4%）

（2020年度）

出典:国立環境研究所温室効果ガス
インベントリオフィス「日本の温室効
果ガス排出量データ」を基に農林水
産省作成
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農林水産事業に革新をもたらす

土・水・大気の価値の適正化
目指す重要機能に正当な資金を還流

社会保障費を大幅削減
防災減災・疾病予防・環境対策

食料安全保障の強化
海外依存の生産量追求型からの脱却

高付加価値食品の輸出拡大

「食べ物」の供給は 地球と人間社会を圧迫している

温室効果ガス（CO2, CH4, N2O）を
土壌・海洋に貯留

持続できる食料供給技術と
社会システムの構築
環境破壊型からの脱却
フードマイレージ削減

全ての人を支える「食」を
フードロスを適正にアップサイクル

無理のある生産法の回避

革新的
食の供給

事業・産業としての自立化
事業の成立を要素技術波及の駆動力に
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目標５

プログラムの構成
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● サイバー空間で設計・実装
劣悪な環境でも育つ強靱化作物を迅速に作出

① 新たな食資源、食料生産手法を探求する
生産の持続性を生物間の相互作用系の自律性と強靱性に求める

地域資源を基軸として生産性を向上させる技術体系を目指す

農林水産事業の革新に向けてムーンショット 目標5

藤原徹 東京大学教授

竹山春子 早稲田大学教授● 微生物個別情報から完全解析
土壌の生産性と元素循環機能を最大化

小池聡 北海道大学大学院教授● 畜産業の振興と牧草地の健全化を推進
個別遠隔情報管理で低メタン排出牛を普及

清水達也 東京女子医科大学教授● 家畜・穀物不要の革新的生産システム
太陽光で駆動する循環型培養食料製造法
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② 失われている収穫と食を取り戻す

● 化学農薬に依存しない害虫防除の革新
レーザー照射で飛翔害虫を打ち落とす

● フードロスを優れた食料に再生
昆虫を食品、飼料として高機能化・高生産化

● 栄養成分情報のAI解析
地球の持続第一の「食と健康」新機軸

日本典秀 京都大学大学院教授

由良敬 お茶の水女子大学教授

高橋伸一郎 東京大学大学院教授

農林水産事業の革新に向けてムーンショット 目標5

病害、害虫、雑草による減収は世界合計で42%

世界の消費向け食料の1/3（～2/3)が廃棄されている
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生産者への適正な資金環流

環境汚染による健康被害低減

不均衡摩擦・紛争の抑止

超⾧期保存食と調理法の革新

GHG抑制食料生産法
防災・減災、修復コスト低減

おいしさ健康概念と価値化

Science Business

スマート農林水産業

食品生産流通プラットフォーム

健康な生き方の提供

全ての人に水と食べ物を
高齢化をプラス要素に

感染症発生機会の低減

食料供給産業の革新

知的価値の拡張
社会への波及科学的根拠

新概念・新機軸

● 科学的根拠に基づく社会波及力のある持続的事業の価値を高める
（全プロジェクト）

培養食料 フードテック

ゲノム編集技術の新展開

有機物からGHGへの変換抑制
空気から食べものを創る

GHG生成抑制技術
土壌による炭素吸収、固定

健康に寄与する食品組成と構造

農薬を使わない害虫、雑草防除

高品質・高生産性農林水産事業

おいしく食べ続けられる未来を拓く

③「収益」を増やす 人と自然が共存できる食料供給の姿を価値化

従来の農業慣行による食料には「負の要素」がある
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目標５

プログラムの運営・管理
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① 挑戦的な研究開発を推進する

PDのマネジメント方針

● 従前の研究開発手法による限界を認識し、新たな提案の革新性、強み、生みだ
される新たな価値を明確にする

● 今後の社会から求められるニーズに合致し、起業や事業化による開発の加速ス
キームを描く

● 民間等からの資金提供や投資を受け研究開発、事業開発を進める体制の構
築が見込まれるかを判断

● 国際ベンチマークを明確にして、問題点の把握とその克服方法、類似の方法、
既存の別の方法との違いや優位性を明らかにする
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② 事業性を見抜くため
グローバルな観点から斬新性や競争力を評価する

広く認知されている目標に対する研究開発や事業開発には
海外を中心にすでに巨額の資金が投下されている

「地球の持続性」「脱炭素農業」「健康寿命延伸」など重要事項に直結している

当該分野の産業構造や市場が急速に変化することを見抜いた新事業であること

その中で、さらなる先進性と事業性を確保するビジョンと構想力が必須

事業性の観点が独創的かつ先進的である（次は何かを見抜いている）

事業のキーとなるコアテクノロジーに明らかな優位性がある
認知されているキーワードに基づく開発事例は無数にある

そのメカニズムの適切性、合理性から逸脱していないかを公正に検証
自分たちの見かけの優位性に没入しない

PDのマネジメント方針
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〇 専門家を入れた『開発戦略ラウンドテーブル』 を設置
・起業や事業化による開発の加速スキームを描く
・民間等からの資金提供、事業開発を進める体制の構築
・国際ベンチマークの明確化

目 的

方針の具体化

開発戦略ラウンドテーブル（RT）
RT委員

江戸川 泰路:江戸川公認会計士事務所
代表パートナー

奥谷 雅子 :佐藤総合法律事務所
弁理士

＜各プロジェクトとの対話の例＞
• 社会実装（起業、事業会社へのスピンオフ等）の策定

• 幅広い投資家を呼び込むための明確なビジョンの策定

• ビジョンを実行するための事業戦略・知財戦略の策定

• 社会実装手段を踏まえた開発計画の策定

プログラムマネージャー（PM）
対話

＜国際ベンチマーク比較＞
類似研究、知財分析
競合ベンチャー調査

＜社会実装に向けて＞
ビジネスプラン作成

外部発信

シンクタンク機能 社会との接点

開発戦略と対話
＊社会実装に向けた
研究と事業の融合Science

科学的根拠
新概念・新機軸

Business

知的価値の拡張
社会への波及
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主な取り組み 〇 海外動向や市場規模の予測
〇 国際レベルでの論文や知財の調査

海外の先行スタートアップ事例

技術ライフサイクル分析・技術分野マップ

市場規模予測（上）・論文分析（下）

データ元:ELSEVIER

データ元:PATSNAP

→ 結果を踏まえ、PMと社会実装を戦略化

取組みと実績（開発戦略ラウンドテーブル）

藤原PJ

竹山PJ

藤原PJ

小池PJ

小池PJ

小池PJ

由良PJ

清水PJ

清水PJ

清水PJ
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食料生産システム
食料消費システム

現状と課題

フードバリューチェーン
（食品ロス含む）
における位置づけ

共通
認識

推定市場規模調査
（国内、国外）

競合（類似）研究
先行ビジネス調査

特許等知財調査
論文調査

（国内、海外）

前提
調査

研究動向（進捗）を
踏まえた

事業コンセプト仮説

PM
対話

想定事業パートナー等
ヒアリング

（条件確認）

PMとの対話

調査結果を踏まえ、PMとの対話を行い、
社会実装（事業パートナーとの連携、起業化）をプッシュ

昨年度

今年度

産学連携フォーラム

研究との融合:研究ビジョン、戦略の見直し

京都iCAPとの連携

課題認識

今取り組んでいること①
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社会実装していく上で必要なプロジェクト認知度の向上、
企業（経営陣）との接点の拡大

ビジネスモデルを踏まえた企業の役割の明確化

起業を志向するビジネスパーソンとの接点拡大

第1回産学連携
フォーラム

産学連携フォーラム
（大企業経営者とのマッチング）

京都iCAPとの連携
（企業候補者とのマッチング）

京都大学を起点として拡大社会テーマとプロジェクトの関わり
（事業構想）を順次発信

外部発信今取り組んでいること②
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知財の利活用に向けた課題

研究開発
実証

論文
特許

社会実装起業化
企業提携

 プロジェクト開始段階での知財戦略が不明
⇒ 社会実装の障壁となる

 研究者（機関）の成果の散逸・死蔵・流出

 研究受託者による成果の事業化が前提
 知財帰属に関する具体的な運用は当事者任せ
 起業（事業）化を進めるうえで、周辺特許ま

でプロジェクトでカバーできない
⇓

事業化未経験の研究者（機関）では限界

 事業化にあたり他者への実施許諾が必須とな
るケースが多い

 共有知財の場合、実施許諾の設定に共有権利
者の同意が必須

 フォアグラウンドIPの取り扱いの制限
（国外企業等との共有:日本が50％超）
（IP移転の際の事前の国の承認）

⇓
研究開発成果の展開（社会実装）が進まず

〇 社会実装に向けた取り組みの中で事業化に向けた課題が山積

各PMと開発戦略ラウンドテーブルとの対話を通じて課題解決に取り組む32



知財の利活用に向けた目標5の取り組み

研究開発
実証

論文
特許

起業化
企業提携 社会実装

論文分析
（海外含む）

国際ベンチマーク
比較

強みを明確化

特許分析
（海外含む）

＋
知財取得＋活用
提案

研究領域/
事業領域の
明確化

PMの
ありたい姿

＋
RTによる
事業構想提案

対話を通じた
事業戦略構築

PMとの
継続対話

＋
RTによる
起業家候補
パートナー企業
紹介

ビジネスプラン
収支計画
構築

知財マネジメントサポート（次頁）

開発戦略ラウンドテーブルとPMとの対話による社会実装と知財マネジメントを通じて
わが国の価値向上（国力アップ）に資する挑戦

MS503とRT
との対話例

ベンチャー企業（新設）

新会社設立
（知識、知見集約、知財売却）

MS503

物理的資源

藻類培養・分解工場
（藻類の培養・分解）

人的・情報資源

藻類の培養・分解、培養肉製造の
技術・ノウハウ

藻類培地 技術・ノウハウ

食品・医療・化成メーカー等 培養肉製造企業

ファウンドリ企業

委託（培養廃液リサイクル
循環システムの製造）

保守・
メンテナンス

知見フィードバック

（保守・メンテナンス
結果）

藻類培地販売

消費者

流通業者

消費者

食品加工・小売・外食

【培地製造・販売事業】 【培養廃液のリサイクルシステムの販売・メンテナンス事業】

藻類の販売

増殖藻類量に
応じたライセ
ンス料培養廃液リサイクルシステム

の販売（納品）
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知財分析を前提とした「ビジネス⇒知財戦略」の構築

＜技術ライフサイクル＞

＜主要技術分析＞
＜技術分野マップ＞

技術の鮮度（ライフサイクル）
技術領域（主要技術分析）
競合各社の取得知財領域（技術分野マップ）

研究成果を踏まえた社会実装（案）

ビジネスモデル（＝パートナー選定）構築
ビジネスプラン（収支計画）作成

知財戦略
構築

過去分析
⇓

将来戦略

34



事業
コンセプト
（生産）
品目
選定

土地
・

資材等
調達

発注
↓

受領

土壌
分析

整地
・

耕うん

育苗
・

定植

施肥
・

農薬
散布

生産（栽培）管理
・

マーケティング
・

労務管理

収穫
作業

選果
・

梱包
・

出荷

販売

調理

生鮮

加工 販売

消
費
者

事業
企画

調達 生産活動 加工・流通・販売

食品廃棄物（ロス）⇒利活用・アップサイクル

食
品
廃
棄
物
（
ロ
ス
）

利
活
用
・
ア
ッ
プ
サ
イ
ク
ル

（参考）フードバリューチェーン上における各プロジェクトと競合ベンチャー

サイバー
フィジカル

土壌
微生物叢

害虫被害
ゼロ

牛メタン
削減

昆虫
システム

AIｰNutrition

サーキュラー
セル
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社会課題解決に向けた研究領域の拡充（目標5を起点として）

藤原PM:サイバーフィジカルシステム 竹山PM:土壌微生物/栽培管理 清水PM:サーキュラーセルシステム

栽培管理
生産プラットフォーム

新たな食料供給産業
（代替タンパク）

バイオエネルギー
カーボンクレジット

食と健康
（未病・予防）

想定される
社会実装案

各プロジェクトの知見

ムーンショット目標５を起点とした
新たな研究領域の拡充（研究戦略）の基本方針

日本PM:害虫被害ゼロ 小池PM:牛メタン削減飼料・システム 由良PM:昆虫の利活用

高橋PM:AI - Nutrition

異分野連携

心身の健康・生きがいと社会
の適正な発展

食・環境・健康関連技術の国
際競争力と海外展開

異分野横断科学技術連携
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90億人がおいしく食べ続けられる社会を創る

— 自然を資本に地球規模の新事業を創出 ー
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